
 第 6回 グループコンダクト向上委員会 議事要旨 
 
１．日 時 2023年 9月 19日（火）15:30～17:00 
 
２．場 所 大手町プレイス 15階 危機管理委員会室 
 
３．出席者 
  ＜委員＞ 
   東浩委員、阿部美雪委員、竹内朗委員、西野和美委員、渡邊隆彦委員 
 
  ＜日本郵政グループ＞ 
      日本郵政株式会社取締役兼代表執行役社長 増田 寬也 

        取締役兼代表執行役副社長 飯塚 厚 
               専務執行役 早川 真崇  
   日本郵便株式会社代表取締役社長兼執行役員社長 千田 哲也 
    株式会社ゆうちょ銀行取締役兼代表執行役社長 池田 憲人 
      株式会社かんぽ生命保険代表執行役副社長 志摩 俊臣 
 
４．議 題 
 １ 日本郵政株式会社増田社長挨拶 
 ２ 意見交換 

(1)ステークホルダーの期待に応える行動をしていくための取組み 

① グループコンダクト向上計画「2023年度アクションプラン」の施策実

施状況 

(2)ステークホルダーの期待に反する事象への対応を高度化するための取
組み 
① クライシスマネジメントの高度化 
 

５．議事概要 
 １ 日本郵政株式会社増田社長挨拶 
   日本郵政増田社長から、「ＪＰ行動宣言」運用開始から 1 年を迎えた今、

認知からさらに一歩進めて、行動の変化につなげるための重要な局面であ
る旨、グループにおける危機対応の高度化のために、経営陣が最も危機意識

を持って取り組んでいくべき旨の発言があった。 
 ２ 意見交換 

⑴  ステークホルダーの期待に応える行動をしていくための取組み 

① グループコンダクト向上計画「2023 年度アクションプラン」の施策

実施状況 

委員の主な発言は次のとおり。 

・ 「ＪＰ行動宣言」は、グループにおける普遍的な土台であり、信頼
回復フェーズのみならず、業務を推進し、持続的な成長を目指すフェ
ーズにおいても重要。業務推進のための「ブレーキ」ではなく、「ナビ
ゲーションシステム」であることを前提に、「ＪＰ行動宣言」を反映し
たコミュニケーションを図っていくべき。 

・  「ＪＰ行動宣言」は、社員が「誇り」を持ち、プリンシプル・ベー



スに基づく正しい行動をとるため、自分の頭で自らの業務に置き換え
て考えてもらうための「ツール」であるとともに、過去に不祥事を起
こした当グループにおいては、経営陣と社員の信頼関係をつなぎ合わ
せるための「ツール」である。それらの観点から、グループ全体に推
進・浸透させていくべき。 

・ 近年、顧客本位の業務運営については、当局やステークホルダーの
関心が高い。金融庁は、金融事業者に対し、報酬・業績評価体系等の
適切な動機づけの枠組みや適切なガバナンス体制の整備を求めてお
り、それらに留意した対応が必要。 

・ 消費者の目線から考えると、「ＪＰ行動宣言」は、「ブレーキ」では
なく、消費者との関係を築くために必要なものであることは明らか。
グループ全体において、「ＪＰ行動宣言」の実践は当たり前であるとい

う段階に至るまで、進めていただきたい。 
・ 「ＪＰ行動宣言」推進・浸透のためのツールや仕掛けが、非常に充
実してきた印象。今後は、ツールや仕掛けを活用し、コミュニケーシ
ョンの機会を設けていくこと、そのためのお膳立てをしていくことが
必要。 

・ 運用から 1年が経過した今、「ＪＰ行動宣言」は、具体化と浸透のプ
ロセスにあり、特定の人や部署に負担が生じがちになる。特に、積極
的に推進・浸透に取り組んでいる「ミドル層」の社員が「言った者負
け」にならないよう、適切に評価していくべき。 

 
⑵  ステークホルダーの期待に反する事象への対応を高度化するための取

組み 

① クライシスマネジメントの高度化 

委員の主な発言は次のとおり。 
・ 平時の段階から、影響が生じ得るステークホルダーの範囲を想定し、
ブレークダウンした上で、「有事の際に、いつ、どのような対応をして
いくか」を検討すること、漏らしてはならないポイントを網羅してお
くことが重要。 

・  グループ危機管理委員会と、取締役会における意思決定の関係性に
ついて明確にすべき。 

・ 金融庁は、オペレーショナル・レジリエンス（業務の強靭性・復旧

力）の確保を重視している。今後、クライシス事象対応を検討する際
には、その考え方を考慮した上で進めていくべき。 

・ 顧客本位のカルチャーが浸透していると、危機管理対応も適切に対
応することが可能となる。「ＪＰ行動宣言」の推進・浸透は、適切な危
機管理対応につながるものといえる。 

・ 近年、小さい単位での自然災害等の危機が頻発しており、郵便局等
を想定した上で、現場の対応力強化に向けた体制の整備が重要。 

・ AIを活用した「声」の分析・活用について、さらに、具体的な活用
のゴールイメージを整理の上、検討していただきたい。 

                以上 


